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凡 例

１ 文中の金額は、原則として千円単位で表示し、単位未満を四捨五入

しているため、合計額又は差額が一致しない場合もある。

２ 文中及び表中で用いる百分率は、原則として小数点以下第２位を四

捨五入したものである。

３ 各表中等の「 」については、該当数値はあるが単位未満のもの

を、「－」については該当数値のないものを表す。
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令和４年度日立市一般会計・特別会計歳入歳出決算 
及 び 基 金 運 用 状 況 に 関 す る 審 査 意 見 

 
 
第１ 審査の対象 
［歳入歳出決算］ 
１ 一般会計 

１ 令和４年度 日立市一般会計歳入歳出決算

２ 特別会計

１ 令和４年度 日立市国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算

２ 同 日立市介護保険事業特別会計歳入歳出決算

３ 同 日立市介護サービス事業特別会計歳入歳出決算

４ 同 日立市戸別合併処理浄化槽事業特別会計歳入歳出決算

５ 同 日立市後期高齢者医療事業特別会計歳入歳出決算

３ 上記決算に関する証書類、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調書

及び財産に関する調書

［基金運用状況調書］ 
１ 令和４年度 日立市高額療養費貸付基金 
２     同          日立市奨学金貸付基金 

   
第２ 審査の期間  

令和５年７月３日から令和５年８月４日まで

 
第３ 審査の方法

１ 一般会計・特別会計歳入歳出決算については、日立市監査基準等に基づき、審

査の対象とした書類と関係諸帳簿・書類により総括的に審査を実施し、例月現金

出納検査並びに定期監査の結果を参考にしながら、「決算計数の正確性」及び「収

入支出の合規性」の確認を行い、あわせて関係職員から説明を聴取して審査した。

２ 基金の運用状況については、基金運用状況調書と関係諸帳簿・書類により上記

に準じ審査した。
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第４ 審査の結果 
審査に付された一般会計・特別会計歳入歳出決算及び附属書類は、いずれも関

係法令に準拠して作成されており、かつ計数は関係諸帳簿等と符合し正確である

と認めた。

また、基金の運用状況については、条例の目的に従って適正に運用されており、

関係諸帳簿等と符合し計数的にも正確であると認めた。
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第４ 審査の結果 
審査に付された一般会計・特別会計歳入歳出決算及び附属書類は、いずれも関

係法令に準拠して作成されており、かつ計数は関係諸帳簿等と符合し正確である

と認めた。

また、基金の運用状況については、条例の目的に従って適正に運用されており、

関係諸帳簿等と符合し計数的にも正確であると認めた。

決 算 の 概 要 

１ 歳入歳出決算状況

（１）歳 入

一般会計及び特別会計の歳入決算総額は 億 万 千円 一般会計

億 万 千円、特別会計 億 万 千円 で、前年度に比較し 億 万

千円 ％ 減少している。

予算現額に対する執行率については ％と前年度に比較し ポイント下

回っている。

（単位 千円）

区 分 ４年度 ３年度
対前年度比較

増 減 額 増減率 ％

予算現額 △ △

（一般会計） △ △

（特別会計）

調定額 △ △

（一般会計） △ △

（特別会計）

収入済額 △ △

（一般会計） △ △

（特別会計）

執行率（％） △

（一般会計） △

（特別会計）

不納欠損額は 億 万 千円で、前年度に比較し 万 千円 ％ の

減少、収入未済額は 億 万 千円で、前年度に比較し 万 千円 ％ 減

少している。

（単位 千円）

区 分 ４年度 ３年度
対前年度比較

増 減 額 増減率 ％

不納欠損額 △ △

（一般会計） △ △

（特別会計） △ △

収入未済額 △ △

（一般会計） △ △

（特別会計） △ △
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（２）歳 出

一般会計及び特別会計の歳出決算総額は 億 万 千円 一般会計

億 万 千円、特別会計 億 万 千円 で、前年度に比較し 億 万

円 ％ 減少している。

予算現額に対する執行率については ％と前年度に比較し ポイント上

回っている。

（単位 千円）

区 分 ４年度 ３年度
対前年度比較

増 減 額 増減率 ％

予算現額 △ △

（一般会計） △ △

（特別会計）

支出済額 △ △

（一般会計） △ △

（特別会計）

執行率（％）

（一般会計）

（特別会計）

翌年度繰越額は、一般会計において継続費逓次繰越額 万 千円、繰越明許

費繰越額 億 万 千円、合計 億 万 千円を繰り越しており、前年度

に比較し 億 万 千円（ ％）減少している。

不用額は 億 万 千円で、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 減少

している。

（単位 千円）

区 分 ４年度 ３年度
対前年度比較

増 減 額 増減率 ％

翌年度繰越額 △ △

（一般会計） △ △

（特別会計） △

不用額 △ △

（一般会計） △ △

（特別会計）
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（２）歳 出

一般会計及び特別会計の歳出決算総額は 億 万 千円 一般会計

億 万 千円、特別会計 億 万 千円 で、前年度に比較し 億 万

円 ％ 減少している。

予算現額に対する執行率については ％と前年度に比較し ポイント上

回っている。

（単位 千円）

区 分 ４年度 ３年度
対前年度比較

増 減 額 増減率 ％

予算現額 △ △

（一般会計） △ △

（特別会計）

支出済額 △ △

（一般会計） △ △

（特別会計）

執行率（％）

（一般会計）

（特別会計）

翌年度繰越額は、一般会計において継続費逓次繰越額 万 千円、繰越明許

費繰越額 億 万 千円、合計 億 万 千円を繰り越しており、前年度

に比較し 億 万 千円（ ％）減少している。

不用額は 億 万 千円で、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 減少

している。

（単位 千円）

区 分 ４年度 ３年度
対前年度比較

増 減 額 増減率 ％

翌年度繰越額 △ △

（一般会計） △ △

（特別会計） △

不用額 △ △

（一般会計） △ △

（特別会計）

（翌年度繰越額の状況）

（単位 千円）

区 分 ４年度 ３年度
対前年度比較

増 減 額 増減率 ％

継続費逓次繰越額 △ △

繰越明許費繰越額

事故繰越し繰越額

（３）実質収支

財政運営状況判断の基準となる実質収支は 億 万 千円 一般会計 億

万 千円、特別会計 億 万 千円 と黒字となっており、前年度に比較し

億 万 千円 ％ 減少している。

（単位 千円）

（会計別実質収支の状況）

（単位 千円）

区 分
歳 入
決 算 額

歳 出
決 算 額

歳入歳出
差 引 額

翌年度へ
繰り越す
べき財源

実 質
収 支 額

一般会計

特別会計

区 分 ４年度 ３年度
対前年度比較

増 減 額 増減率 ％

歳 入 決 算 額 △ △

歳 出 決 算 額 △ △

歳 入 歳 出 差 引 額 △ △

翌年度へ繰り越すべき財源

継続費逓次繰越額 △ △

繰越明許費繰越額

事故繰越し繰越額

実 質 収 支 額 △ △

実 質 収 支 比 率 ％） △
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（４）純計決算総額

決算総額には、一般会計と特別会計間において、繰入金・繰出金がそれぞれ

億 万 千円含まれているので、これを差し引いた純計決算総額は、次表のと

おりである。

（単位 千円）

繰入・繰出の状況

（単位 千円）

２ 財政指標

普通会計決算の財政指標を前年度と比較すると、次表のとおりである。

区 分 歳 入 歳 出 歳入歳出差引額

純 計 決 算 総 額

内訳
一 般 会 計

特 別 会 計 △

区 分 一般会計 特別会計 合 計

歳入

決 算 額

繰 入 額

差 引 純 計 額

歳出

決 算 額

繰 出 額

差 引 純 計 額

区 分 ４年度 ３年度 対前年度比較

経 常 収 支 比 率 （％

公 債 費 負 担 比 率 ％

財 政 力 指 数 単 年 度

財 政 力 指 数 ３箇年平 均 △
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（４）純計決算総額

決算総額には、一般会計と特別会計間において、繰入金・繰出金がそれぞれ

億 万 千円含まれているので、これを差し引いた純計決算総額は、次表のと

おりである。

（単位 千円）

繰入・繰出の状況

（単位 千円）

２ 財政指標

普通会計決算の財政指標を前年度と比較すると、次表のとおりである。

区 分 歳 入 歳 出 歳入歳出差引額

純 計 決 算 総 額

内訳
一 般 会 計

特 別 会 計 △

区 分 一般会計 特別会計 合 計

歳入

決 算 額

繰 入 額

差 引 純 計 額

歳出

決 算 額

繰 出 額

差 引 純 計 額

区 分 ４年度 ３年度 対前年度比較

経 常 収 支 比 率 （％

公 債 費 負 担 比 率 ％

財 政 力 指 数 単 年 度

財 政 力 指 数 ３箇年平 均 △

【用語の解説】

３ 債務負担行為の状況

後年度支出が確定している債務負担行為の状況は、次表のとおりである。

なお、その他の物件の購入、製造・工事の請負等における令和４年度末の債務負

担行為現在高の主なものは、放課後児童クラブ・放課後子ども教室運営業務委託

億 万 千円、学校給食共同調理場調理等業務委託 億 万 千円、公共施設

照明設備賃借料 億 万 千円である。

（単位 千円）

区 分
３年度末

現 在 高

４年度 ４年度末

現 在 高設 定 額 解 消 額

土 地 の 購 入

その他の物件の購入、
製造・工事の請負等

計

〇 経常収支比率

財政構造の弾力性を判断する指標。人件費、扶助費、公債費等の経常経

費に、地方税や地方交付税などの経常一般財源と臨時財政対策債等の合計

額をどの程度充当したかを比率で表したもので、この割合が高いほど投資

的経費に充当する財源の余裕がなく財政運営が厳しいとされている。

〇 公債費負担比率

公債費が一般財源の使途の自由度をどの程度制約しているかを判断する

指標。公債費に充てられた一般財源の割合を比率で表したもので、一般的

に ％を超えると「警戒ライン」、 ％を超えると「危険ライン」とされて

いる。

〇 財政力指数

地方公共団体の財政力を示す指数。基準財政収入額 標準的な地方税収

を基準財政需要額 行政事務の必要経費 で除した数値で、この数値が高い

ほど自主財源の割合が高く財政力があるとされている。
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一 般 会 計 歳 入

一般会計の歳入決算の状況について、前年度と比較すると次表のとおりである。

（単位 千円）

区 分 ４年度 ３年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額 △ △

調 定 額 △ △

収 入 済 額 △ △

不 納 欠 損 額 △ △

収 入 未 済 額 △ △

一般会計歳入の収入済額は 億 万 千円で、前年度に比較し 億 万

千円 ％ 減少している。これは主に、市税、繰入金は増加したが、国庫支出金、

寄附金、市債の減少によるものである。

不納欠損額は 万 千円で､前年度に比較し 万 千円 ％ 減少してい

る。これは、主に市税のうち固定資産税における不納欠損額の減少によるものである。

収入未済額は 億 万 千円で、前年度に比較し 万 千円 ％ 減少して

いる。これは、主に使用料及び手数料における収入未済額の減少によるものである。

次に、一般会計歳入決算額を自主・依存財源に区分し、前年度と比較すると、次表

のとおりである。

（単位 千円）

自主財源は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増加している。これは主

に、財産収入、寄附金は減少したが、市税、繰入金の増加によるものである。

また、依存財源は 億 万 千円 ％ 減少している。これは、主に国庫支

出金、市債の減少によるものである。

区 分
４年度 ３年度 対前年度比較

決 算 額 構成比％ 決 算 額 構成比 ％ 増 減 額 増減率％

自主財源

依存財源 △ △

計 △ △



－ 9 －

一 般 会 計 歳 入

一般会計の歳入決算の状況について、前年度と比較すると次表のとおりである。

（単位 千円）

区 分 ４年度 ３年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額 △ △

調 定 額 △ △

収 入 済 額 △ △

不 納 欠 損 額 △ △

収 入 未 済 額 △ △

一般会計歳入の収入済額は 億 万 千円で、前年度に比較し 億 万

千円 ％ 減少している。これは主に、市税、繰入金は増加したが、国庫支出金、

寄附金、市債の減少によるものである。

不納欠損額は 万 千円で､前年度に比較し 万 千円 ％ 減少してい

る。これは、主に市税のうち固定資産税における不納欠損額の減少によるものである。

収入未済額は 億 万 千円で、前年度に比較し 万 千円 ％ 減少して

いる。これは、主に使用料及び手数料における収入未済額の減少によるものである。

次に、一般会計歳入決算額を自主・依存財源に区分し、前年度と比較すると、次表

のとおりである。

（単位 千円）

自主財源は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増加している。これは主

に、財産収入、寄附金は減少したが、市税、繰入金の増加によるものである。

また、依存財源は 億 万 千円 ％ 減少している。これは、主に国庫支

出金、市債の減少によるものである。

区 分
４年度 ３年度 対前年度比較

決 算 額 構成比％ 決 算 額 構成比％ 増 減 額 増減率％

自主財源

依存財源 △ △

計 △ △

（第１款） 市 税

（単位 千円）

区 分 ４年度 ３年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

調 定 額

収 入 済 額

収入済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増加している。これは、主

に市民税及び固定資産税の増加によるものである。

※ 各款の収入済額の予算現額、調定額に対する割合及び収入総額に対する比率に

ついては、別表５ Ｐ 参照

１ 税目別状況

（単位 千円）

市民税及び固定資産税の収入状況は、次のとおりである。

（１）市民税

収入済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増加している。これ

は、主に法人市民税の増加によるものである。

（２）固定資産税

収入済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増加している。これは、

税 目
収 入 済 額 対 前 年 度 比 較

４年度 ３年度 増 減 額 増減率 ％

市 民 税

個 人 市 民 税 △ △

法 人 市 民 税

固 定 資 産 税

軽 自 動 車 税

市 た ば こ 税

鉱 産 税 △ △

入 湯 税

都 市 計 画 税

△ 
△ 

計
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主に新増築家屋の増加や復興産業集積区域内における課税免除期間が終了した償

却資産の増加によるものである。

２ 収入の推移

最近３箇年の市税収入の推移は、次表のとおりである。

（単位 千円）

３ 徴収状況

最近３箇年の徴収状況の推移は、次表のとおりである。

（単位 千円）

市税の収納率は、前年度に比較し ポイント上回っている。

不納欠損額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 減少している。これは、主に

固定資産税における不納欠損額の減少によるものである。

収入未済額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 増加している。これは、主に

固定資産税における収入未済額の増加によるものである。

年度 収 入 済 額 対 前 年 度 比 較 指数 ２年度＝

４

３ △

２ △

区 分 年度 調 定 額 収 入 済 額
収納率

％
不納欠損額 収入未済額

現 年 度 分

４

３

２

滞納繰越分

４

３

２

４

計 ３

２
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主に新増築家屋の増加や復興産業集積区域内における課税免除期間が終了した償

却資産の増加によるものである。

２ 収入の推移

最近３箇年の市税収入の推移は、次表のとおりである。

（単位 千円）

３ 徴収状況

最近３箇年の徴収状況の推移は、次表のとおりである。

（単位 千円）

市税の収納率は、前年度に比較し ポイント上回っている。

不納欠損額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 減少している。これは、主に

固定資産税における不納欠損額の減少によるものである。

収入未済額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 増加している。これは、主に

固定資産税における収入未済額の増加によるものである。

年度 収 入 済 額 対 前 年 度 比 較 指数 ２年度＝

４

３ △

２ △

区 分 年度 調 定 額 収 入 済 額
収納率

％
不納欠損額 収入未済額

現 年 度 分

４

３

２

滞納繰越分

４

３

２

４

計 ３

２

（第２款） 地方譲与税

（単位 千円）

区 分 ４年度 ３年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

調 定 額 △ △

収 入 済 額 △ △

収入済額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 減少している。これは、主に自

動車重量譲与税の減少によるものである。その収入状況を税目別に前年度と比較す

ると、次表のとおりである。

（単位 千円）

（第３款） 利子割交付金

（単位 千円）

区 分 ４年度 ３年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

調 定 額 △ △

収 入 済 額 △ △

収入済額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 減少している。

税 目
収 入 済 額 対 前 年 度 比 較

４年度 ３年度 増 減 額 増減率 ％

地方揮発油譲与税 △ △

自動車重量譲与税 △ △

特別とん譲与税

森林環境譲与税

計 △ △
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（第４款） 配当割交付金

（単位 千円）

区 分 ４年度 ３年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

調 定 額 △ △

収 入 済 額 △ △

収入済額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 減少している。

（第５款） 株式等譲渡所得割交付金

（単位 千円）

区 分 ４年度 ３年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

調 定 額 △ △

収 入 済 額 △ △

収入済額は、前年度に比較し 万円 ％ 減少している。

（第６款） 法人事業税交付金

単位 千円）

区 分 ４年度 ３年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

調 定 額

収 入 済 額

収入済額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 増加している。
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（第４款） 配当割交付金

（単位 千円）

区 分 ４年度 ３年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

調 定 額 △ △

収 入 済 額 △ △

収入済額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 減少している。

（第５款） 株式等譲渡所得割交付金

（単位 千円）

区 分 ４年度 ３年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

調 定 額 △ △

収 入 済 額 △ △

収入済額は、前年度に比較し 万円 ％ 減少している。

（第６款） 法人事業税交付金

単位 千円）

区 分 ４年度 ３年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

調 定 額

収 入 済 額

収入済額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 増加している。

（第７款） 地方消費税交付金

（単位 千円）

区 分 ４年度 ３年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

調 定 額

収 入 済 額

収入済額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 増加している。

（第８款） ゴルフ場利用税交付金

単位 千円）

区 分 ４年度 ３年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

調 定 額 △ △

収 入 済 額 △ △

収入済額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 減少している。

（第９款） 環境性能割交付金

単位 千円）

区 分 ４年度 ３年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

調 定 額

収 入 済 額

収入済額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 増加している。
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（第１０款） 地方特例交付金

単位 千円）

区 分 ４年度 ３年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

調 定 額 △ △

収 入 済 額 △ △

収入済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 減少している。これは、主

に新型コロナウイルス感染症対策地方税減収補填特別交付金の減少によるもので

ある。

（第１１款） 地方交付税

単位 千円）

区 分 ４年度 ３年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額 △ △

調 定 額 △ △

収 入 済 額 △ △

収入済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 減少している。これは、主

に特別交付税について、復興産業集積区域内における固定資産税の課税免除額の補

填分の減少によるものである。

（第１２款） 交通安全対策特別交付金

単位 千円）

区 分 ４年度 ３年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額 △ △

調 定 額 △ △

収 入 済 額 △ △

収入済額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 減少している。
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（第１０款） 地方特例交付金

単位 千円）

区 分 ４年度 ３年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

調 定 額 △ △

収 入 済 額 △ △

収入済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 減少している。これは、主

に新型コロナウイルス感染症対策地方税減収補填特別交付金の減少によるもので

ある。

（第１１款） 地方交付税

単位 千円）

区 分 ４年度 ３年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額 △ △

調 定 額 △ △

収 入 済 額 △ △

収入済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 減少している。これは、主

に特別交付税について、復興産業集積区域内における固定資産税の課税免除額の補

填分の減少によるものである。

（第１２款） 交通安全対策特別交付金

単位 千円）

区 分 ４年度 ３年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額 △ △

調 定 額 △ △

収 入 済 額 △ △

収入済額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 減少している。

（第１３款） 分担金及び負担金

単位 千円）

区 分 ４年度 ３年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

調 定 額

収 入 済 額

収入済額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 増加している。これは、主に老人

ホーム費負担金の増加によるものである。

（第１４款） 使用料及び手数料

単位 千円）

区 分 ４年度 ３年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

調 定 額

収 入 済 額

収入済額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 増加している。これは、主に文

化振興使用料、かみね動物園使用料の増加によるものである。

使用料・手数料別に前年度と比較すると、次表のとおりである。

（単位 千円）

区 分
収 入 済 額 対 前 年 度 比 較

４年度 ３年度 増 減 額 増減率 ％

使 用 料

手 数 料 △ △

計
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１ 市営住宅使用料の徴収状況

最近３箇年の徴収状況の推移は、次表のとおりである。

（単位 千円）

使用料の収納率は、前年度に比較し ポイント上回っている。

また、不納欠損額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 増加し、収入未済額は

前年度に比較し 万 千円 ％ 減少している。

（第１５款） 国庫支出金

単位 千円）

区 分 ４年度 ３年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額 △ △

調 定 額 △ △

収 入 済 額 △ △

収入済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 減少している。これを国

庫負担金・国庫補助金・委託金別に前年度と比較すると、次頁の表のとおりである。

区 分 年度 調 定 額 収 入 済 額
収納率

％
不納欠損額 収入未済額

現 年 度 分

４

３

２

過 年 度 分

４

３

２

計

４

３

２
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１ 市営住宅使用料の徴収状況

最近３箇年の徴収状況の推移は、次表のとおりである。

（単位 千円）

使用料の収納率は、前年度に比較し ポイント上回っている。

また、不納欠損額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 増加し、収入未済額は

前年度に比較し 万 千円 ％ 減少している。

（第１５款） 国庫支出金

単位 千円）

区 分 ４年度 ３年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額 △ △

調 定 額 △ △

収 入 済 額 △ △

収入済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 減少している。これを国

庫負担金・国庫補助金・委託金別に前年度と比較すると、次頁の表のとおりである。

区 分 年度 調 定 額 収 入 済 額
収納率

％
不納欠損額 収入未済額

現 年 度 分

４

３

２

過 年 度 分

４

３

２

計

４

３

２

（単位 千円）

１ 国庫負担金

収入済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 減少している。これは主

に、障害者福祉費負担金は増加したが、予防費負担金、中学校建設費負担金の減少

によるものである。

２ 国庫補助金

収入済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 減少している。これは

主に、商工振興費補助金、幹線道路整備費補助金は増加したが、社会福祉総務費補

助金、児童福祉総務費補助金の減少によるものである。

３ 委託金

収入済額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 増加している。これは主に、

戸籍住民基本台帳費委託金は減少したが、国民年金費委託金の増加によるもので

ある。

（第１６款） 県支出金

単位 千円）

区 分 ４年度 ３年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額 △ △

調 定 額 △ △

収 入 済 額 △ △

収入済額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 減少している。これを県負担

金・県補助金・委託金別に前年度と比較すると、次頁の表のとおりである。

区 分
収 入 済 額 対 前 年 度 比 較

４年度 ３年度 増 減 額 増減率 ％

国 庫 負 担 金 △ △

国 庫 補 助 金 △ △

委 託 金

計 △ △
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（単位 千円）

１ 県負担金

収入済額は、前年度に比較し 億 万円 ％ 減少している。これは主に、障

害者福祉費負担金、老人福祉総務費負担金は増加したが、社会福祉総務費負担金、

児童手当費負担金の減少によるものである。

２ 県補助金

収入済額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 増加している。これは主に、

老人福祉推進費補助金、私立保育園費補助金は減少したが、防災対策費補助金、児

童福祉総務費補助金の増加によるものである。

３ 委託金

収入済額は、前年度に比較し 万円 ％ 減少している。これは主に、

徴税費委託金は増加したが、選挙費委託金、統計調査費委託金の減少によるもの

である。

（第１７款） 財産収入

単位 千円）

区 分 ４年度 ３年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

調 定 額 △ △

収 入 済 額 △ △

収入済額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 減少している。これは、主に財

産売払収入の減少によるものである。これを財産運用収入・財産売払収入別に前年度

と比較すると、次頁の表のとおりである。

区 分
収 入 済 額 対 前 年 度 比 較

４年度 ３年度 増 減 額 増減率 ％

県 負 担 金 △ △

県 補 助 金

委 託 金 △ △

計 △ △
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（単位 千円）

１ 県負担金

収入済額は、前年度に比較し 億 万円 ％ 減少している。これは主に、障

害者福祉費負担金、老人福祉総務費負担金は増加したが、社会福祉総務費負担金、

児童手当費負担金の減少によるものである。

２ 県補助金

収入済額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 増加している。これは主に、

老人福祉推進費補助金、私立保育園費補助金は減少したが、防災対策費補助金、児

童福祉総務費補助金の増加によるものである。

３ 委託金

収入済額は、前年度に比較し 万円 ％ 減少している。これは主に、

徴税費委託金は増加したが、選挙費委託金、統計調査費委託金の減少によるもの

である。

（第１７款） 財産収入

単位 千円）

区 分 ４年度 ３年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

調 定 額 △ △

収 入 済 額 △ △

収入済額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 減少している。これは、主に財

産売払収入の減少によるものである。これを財産運用収入・財産売払収入別に前年度

と比較すると、次頁の表のとおりである。

区 分
収 入 済 額 対 前 年 度 比 較

４年度 ３年度 増 減 額 増減率 ％

県 負 担 金 △ △

県 補 助 金

委 託 金 △ △

計 △ △

（単位 千円）

（第１８款） 寄附金

単位 千円）

区 分 ４年度 ３年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額 △ △

調 定 額 △ △

収 入 済 額 △ △

収入済額は、前年度に比較し 億 万円 ％ 減少している。これは、主に

「ふるさと寄附金」 財産管理費寄附金 の減少によるものである。

（第１９款） 繰入金

単位 千円）

区 分 ４年度 ３年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

調 定 額

収 入 済 額

収入済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増加している。これは、

主に公共施設等総合管理基金繰入金の増加によるものである。

区 分
収 入 済 額 対 前 年 度 比 較

４年度 ３年度 増 減 額 増減率 ％

財 産 運 用 収 入

財 産 売 払 収 入 △ △

計 △ △
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（第２０款） 繰越金

単位 千円）

区 分 ４年度 ３年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

調 定 額

収 入 済 額

収入済額は、前年度繰越金で前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増加してい

る。

（第２１款） 諸収入

単位 千円）

区 分 ４年度 ３年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

調 定 額

収 入 済 額

収入済額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 増加している。これは、主に雑入

の増加によるものである。

（第２２款） 市 債

単位 千円）

区 分 ４年度 ３年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額 △ △

調 定 額 △ △

収 入 済 額 △ △

収入済額は、前年度に比較し 億 万円 ％ 減少している。これは主に、

ごみ処理債は増加したが、臨時財政対策債、久慈観光交流施設債の減少によるもので

ある。
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（第２０款） 繰越金

単位 千円）

区 分 ４年度 ３年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

調 定 額

収 入 済 額

収入済額は、前年度繰越金で前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増加してい

る。

（第２１款） 諸収入

単位 千円）

区 分 ４年度 ３年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

調 定 額

収 入 済 額

収入済額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 増加している。これは、主に雑入

の増加によるものである。

（第２２款） 市 債

単位 千円）

区 分 ４年度 ３年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額 △ △

調 定 額 △ △

収 入 済 額 △ △

収入済額は、前年度に比較し 億 万円 ％ 減少している。これは主に、

ごみ処理債は増加したが、臨時財政対策債、久慈観光交流施設債の減少によるもので

ある。

一 般 会 計 歳 出

一般会計の歳出決算の状況について、前年度と比較すると次表のとおりである。

単位 千円

区 分 ４年度 ３年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額 △ △

支 出 済 額 △ △

執 行 率 ％

翌 年 度 繰 越 額 △ △

不 用 額 △ △

一般会計の支出済額は 億 万 千円で、前年度に比較し 億 万 千円

％ 減少している。これは主に、消防費、公債費は増加したが、民生費、教育費

の減少によるものである。

なお、予算現額 億 万 千円に対する執行率は、 ％となっている。

翌年度繰越額の内訳は、継続費逓次繰越額が 万 千円、繰越明許費繰越額が

億 万 千円である。

不用額は、主に民生費、衛生費で生じており、その総額は 億 万 千円で

ある。

性質別支出済額は、前年度と比較すると次頁の表のとおりである。
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単位 千円

区 分

４年度 ３年度 対 前 年 度 比 較

支出済額
構成比

％
支出済額

構成比

％
増 減 額

増減率

％

義 務 的 経 費 △ △

人 件 費 △ △

扶 助 費 △ △

公 債 費

投 資 的 経 費 △ △

普通建設事業費 △ △

補助事業 △ △

単独事業 △ △

県営事業負担金

災害復旧事業費 △

補助事業 △

単独事業 △

その他の経費 △ △

物 件 費

維持補修費

補 助 費 等

積 立 金 △ △

投資及び出資金 △ △

貸 付 金

繰 出 金

合 計 △ △

各款の歳出決算の状況については次のとおりである。

予算現額には、予備費から各科目へ充用された 億 万 千円、前年度継続費逓

次繰越額として 億 万 千円、前年度繰越明許費繰越額として 億 万 千

円が含まれている。
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単位 千円

区 分

４年度 ３年度 対 前 年 度 比 較

支出済額
構成比

％
支出済額

構成比

％
増 減 額

増減率

％

義 務 的 経 費 △ △

人 件 費 △ △

扶 助 費 △ △

公 債 費

投 資 的 経 費 △ △

普通建設事業費 △ △

補助事業 △ △

単独事業 △ △

県営事業負担金

災害復旧事業費 △

補助事業 △

単独事業 △

その他の経費 △ △

物 件 費

維持補修費

補 助 費 等

積 立 金 △ △

投資及び出資金 △ △

貸 付 金

繰 出 金

合 計 △ △

各款の歳出決算の状況については次のとおりである。

予算現額には、予備費から各科目へ充用された 億 万 千円、前年度継続費逓

次繰越額として 億 万 千円、前年度繰越明許費繰越額として 億 万 千

円が含まれている。

（第１款） 議会費

単位 千円

区 分 ４年度 ３年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額 △ △

支 出 済 額 △ △

執 行 率 ％

翌 年 度 繰 越 額

不 用 額 △ △

支出済額は、前年度に比較し 万円 ％ 減少している。これは、主に職員手

当等の減少によるものである。

予算現額に対する執行率は ％となり、前年度と比較して ポイント上回っ

ている。

なお、不用額 万 千円を生じているが、これは、負担金、補助及び交付金、

旅費などである。

※ 各款の支出済額の総額に対する比率は、別表８ Ｐ 参照

（第２款） 総務費

単位 千円

区 分 ４年度 ３年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額 △ △

支 出 済 額 △ △

執 行 率 （ ％ ）

翌 年 度 繰 越 額 △ △

不 用 額 △ △

支出済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 減少している。これは主に、

諸費の償還金、利子及び割引料は増加したが、財産管理費の積立金の減少によるもの

である。

支出済額の主なものは、人件費を除くと、シビックセンター管理委託料、国・県支

出金返還金、財政調整基金への積立金である。

予算現額に対する執行率は ％となり、前年度と比較して ポイント上回っ

ている。

翌年度繰越額として、継続費逓次繰越及び繰越明許費 万 千円が繰り越され

ている。

なお、不用額 億 万 千円を生じているが、これは、賦課徴収費の役務費、防
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災対策費の工事請負費などである。

（第３款） 民生費

単位 千円

区 分 ４年度 ３年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額 △ △

支 出 済 額 △ △

執 行 率 ％

翌 年 度 繰 越 額 △ △

不 用 額

支出済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 減少している。これは主に、

社会福祉総務費・児童福祉総務費の負担金、補助及び交付金の減少によるものである。

支出済額の主なものは、人件費を除くと、後期高齢者医療給付費市町村負担金、児

童手当支給費の扶助費である。

予算現額に対する執行率は ％となり、前年度と比較して ポイント上回っ

ている。

翌年度繰越額として、繰越明許費 万 千円が繰り越されている。

なお、不用額 億 万 千円を生じているが、これは、社会福祉総務費の負担

金、補助及び交付金、障害者福祉費の扶助費などである。

（第４款） 衛生費

単位 千円

区 分 ４年度 ３年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額 △ △

支 出 済 額 △ △

執 行 率 ％ △

翌 年 度 繰 越 額

不 用 額

支出済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 減少している。これは、主

に予防費の委託料、ごみ処理費の工事請負費の減少によるものである。

支出済額の主なものは、人件費を除くと、新型コロナウイルスワクチン接種委託料、

清掃センター焼却炉溶融炉設備関係補修工事費・基幹的設備改良工事費である。

予算現額に対する執行率は ％となり、前年度と比較して ポイント下回っ

ている。
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災対策費の工事請負費などである。

（第３款） 民生費

単位 千円

区 分 ４年度 ３年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額 △ △

支 出 済 額 △ △

執 行 率 ％

翌 年 度 繰 越 額 △ △

不 用 額

支出済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 減少している。これは主に、

社会福祉総務費・児童福祉総務費の負担金、補助及び交付金の減少によるものである。

支出済額の主なものは、人件費を除くと、後期高齢者医療給付費市町村負担金、児

童手当支給費の扶助費である。

予算現額に対する執行率は ％となり、前年度と比較して ポイント上回っ

ている。

翌年度繰越額として、繰越明許費 万 千円が繰り越されている。

なお、不用額 億 万 千円を生じているが、これは、社会福祉総務費の負担

金、補助及び交付金、障害者福祉費の扶助費などである。

（第４款） 衛生費

単位 千円

区 分 ４年度 ３年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額 △ △

支 出 済 額 △ △

執 行 率 ％ △

翌 年 度 繰 越 額

不 用 額

支出済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 減少している。これは、主

に予防費の委託料、ごみ処理費の工事請負費の減少によるものである。

支出済額の主なものは、人件費を除くと、新型コロナウイルスワクチン接種委託料、

清掃センター焼却炉溶融炉設備関係補修工事費・基幹的設備改良工事費である。

予算現額に対する執行率は ％となり、前年度と比較して ポイント下回っ

ている。

翌年度繰越額として、繰越明許費 億 万 千円が繰り越されている。

なお、不用額 億 万 千円を生じているが、これは、予防費・保健対策費の委

託料などである。

（第５款） 労働費

単位 千円

区 分 ４年度 ３年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

支 出 済 額 △ △

執 行 率 ％ △

翌 年 度 繰 越 額

不 用 額

支出済額は、前年度に比較し 万円 千円 ％ 減少している。これは、主に労

働諸費の負担金、補助及び交付金の減少によるものである。

支出済額の主なものは、人件費を除くと、働きやすい環境づくり支援事業補助、緊

急雇用維持支援金、地域雇用創出支援事業補助である。

予算現額に対する執行率は ％となり、前年度と比較して ポイント下回っ

ている。

なお、不用額 万 千円を生じているが、これは、労働諸費の負担金、補助及

び交付金などである。

（第６款） 農林水産業費

単位 千円

区 分 ４年度 ３年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

支 出 済 額

執 行 率 ％ △

翌 年 度 繰 越 額

不 用 額

支出済額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 増加している。これは主に、

農地費の負担金、補助及び交付金の増加によるものである。

支出済額の主なものは、人件費を除くと、県営土地改良事業費負担金、森林環境譲

与税基金への積立金である。

予算現額に対する執行率は ％となり、前年度と比較して ポイント下回っ
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ている。

翌年度繰越額として、繰越明許費 万 千円が繰り越されている。

なお、不用額 万 千円を生じているが、これは、水産業振興費・農業振興費

の負担金、補助及び交付金などである。

（第７款） 商工費

単位 千円

区 分 ４年度 ３年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額 △ △

支 出 済 額 △ △

執 行 率 ％

翌 年 度 繰 越 額

不 用 額 △ △

支出済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 減少している。これは主に、

商工振興費・久慈観光交流施設費の工事請負費の減少によるものである。

支出済額の主なものは、人件費を除くと、市特産品ＰＲ業務委託料、日立駅前大型

商業施設取得費である。

予算現額に対する執行率は ％となり、前年度と比較して ポイント上回っ

ている。

翌年度繰越額として、継続費逓次繰越及び繰越明許費 億 万 千円が繰り越さ

れている。

なお、不用額 億 万円を生じているが、これは、商工振興費の負担金、補助及

び交付金、観光費の委託料などである。

（第８款） 土木費

単位 千円

区 分 ４年度 ３年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

支 出 済 額 △ △

執 行 率 ％ △

翌 年 度 繰 越 額

不 用 額 △ △

支出済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 減少している。これは主に、

道路維持費・幹線道路整備費の工事請負費は増加したが、河川排水路整備費・道路新
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ている。

翌年度繰越額として、繰越明許費 万 千円が繰り越されている。

なお、不用額 万 千円を生じているが、これは、水産業振興費・農業振興費

の負担金、補助及び交付金などである。

（第７款） 商工費

単位 千円

区 分 ４年度 ３年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額 △ △

支 出 済 額 △ △

執 行 率 ％

翌 年 度 繰 越 額

不 用 額 △ △

支出済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 減少している。これは主に、

商工振興費・久慈観光交流施設費の工事請負費の減少によるものである。

支出済額の主なものは、人件費を除くと、市特産品ＰＲ業務委託料、日立駅前大型

商業施設取得費である。

予算現額に対する執行率は ％となり、前年度と比較して ポイント上回っ

ている。

翌年度繰越額として、継続費逓次繰越及び繰越明許費 億 万 千円が繰り越さ

れている。

なお、不用額 億 万円を生じているが、これは、商工振興費の負担金、補助及

び交付金、観光費の委託料などである。

（第８款） 土木費

単位 千円

区 分 ４年度 ３年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

支 出 済 額 △ △

執 行 率 ％ △

翌 年 度 繰 越 額

不 用 額 △ △

支出済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 減少している。これは主に、

道路維持費・幹線道路整備費の工事請負費は増加したが、河川排水路整備費・道路新

設改良費の工事請負費の減少によるものである。

支出済額の主なものは、人件費を除くと、市営住宅管理委託料、田尻地区海岸海

しょく洞対策工事費である。

予算現額に対する執行率は ％となり、前年度と比較して ポイント下回っ

ている。

翌年度繰越額として、繰越明許費 億 万 千円が繰り越されている。

なお、不用額 億 万 千円を生じているが、これは、都市計画総務費の負担金、

補助及び交付金、住宅管理費の工事請負費などである。

（第９款） 消防費

単位 千円

区 分 ４年度 ３年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

支 出 済 額

執 行 率 ％ △

翌 年 度 繰 越 額

不 用 額

支出済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増加している。これは、主

に消防施設費の委託料の増加によるものである。

支出済額の主なものは、人件費を除くと、光熱水費、消防指令システム更新業務委

託料、消防・救急無線デジタル化構築及びシステム保守点検業務等委託料である。

予算現額に対する執行率は ％となり、前年度と比較して ポイント下回っ

ている。

なお、不用額 万 千円を生じているが、これは、常備消防費の給料・職員手

当等などである。

（第１０款） 教育費

単位 千円

区 分 ４年度 ３年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額 △ △

支 出 済 額 △ △

執 行 率 ％ △

翌 年 度 繰 越 額

不 用 額 △ △
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支出済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 減少している。これは、主

に中学校建設費の工事請負費の減少によるものである。

支出済額の主なものは、人件費を除くと、学校給食費、会瀬スポーツ広場整備工事

費、私立幼稚園施設型給付費である。

予算現額に対する執行率は ％となり、前年度と比較して ポイント下回っ

ている。

翌年度繰越額として、繰越明許費 億 万 千円が繰り越されている。

なお、不用額 億 万 千円を生じているが、これは、私立幼稚園振興費の扶助

費などである。

（第１１款） 公債費

単位 千円

区 分 ４年度 ３年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

支 出 済 額

執 行 率 ％

翌 年 度 繰 越 額

不 用 額 △ △

支出済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増加している。これは、主

に市債の元金償還金の増加によるものである。

支出済額の内訳は、元金償還金 億 万 千円、支払利子 億 万 千円 繰替

運用に伴う利子相当額 万 千円を含む。 である。

予算現額に対する執行率は ％となり、前年度と比較して ポイント上回っ

ている。

なお、不用額 万 千円を生じているが、これは、元金の償還金、利子及び割

引料などである。

（第１２款） 予備費

単位 千円

区 分 ４年度 ３年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 額

充 用 額 △ △

充 用 率 ％ △

不 用 額
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支出済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 減少している。これは、主

に中学校建設費の工事請負費の減少によるものである。

支出済額の主なものは、人件費を除くと、学校給食費、会瀬スポーツ広場整備工事

費、私立幼稚園施設型給付費である。

予算現額に対する執行率は ％となり、前年度と比較して ポイント下回っ

ている。

翌年度繰越額として、繰越明許費 億 万 千円が繰り越されている。

なお、不用額 億 万 千円を生じているが、これは、私立幼稚園振興費の扶助

費などである。

（第１１款） 公債費

単位 千円

区 分 ４年度 ３年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

支 出 済 額

執 行 率 ％

翌 年 度 繰 越 額

不 用 額 △ △

支出済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増加している。これは、主

に市債の元金償還金の増加によるものである。

支出済額の内訳は、元金償還金 億 万 千円、支払利子 億 万 千円 繰替

運用に伴う利子相当額 万 千円を含む。 である。

予算現額に対する執行率は ％となり、前年度と比較して ポイント上回っ

ている。

なお、不用額 万 千円を生じているが、これは、元金の償還金、利子及び割

引料などである。

（第１２款） 予備費

単位 千円

区 分 ４年度 ３年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 額

充 用 額 △ △

充 用 率 ％ △

不 用 額

充用額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 減少している。

各科目への充用状況は、総務費 万 千円、民生費 万 千円、衛生費

万 千円、労働費 万 千円、農林水産業費 万 千円、商工費 万円、

土木費 万 千円、消防費 万 千円、教育費 万 千円となっている。

（▲） 災害復旧費

単位 千円

区 分 ４年度 ３年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額 △

支 出 済 額 △

執 行 率 ％ △

翌 年 度 繰 越 額

不 用 額 △

災害復旧費については、令和４年度は皆減。
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特 別 会 計

国民健康保険事業など５会計の特別会計の収入済額は 億 万 千円で、前

年度に比較し 億 万 千円増加している。また、支出済額は 億 万 千

円で、前年度に比較し 億 万 千円増加している。

特別会計の歳入歳出決算の状況について、前年度と比較すると次表のとおりであ

る。

（単位 千円）

区 分
収 入 済 額 支 出 済 額

４年度 ３年度 増減額 ４年度 ３年度 増減額

国民健康保険事業 △ △

介護保険事業

介護サービス事業

戸別合併処理浄化槽
事業

後期高齢者医療事業

合 計

一般会計からの繰入総額は 億 万 千円であり、一般会計繰入金を前年度と

比較すると、次表のとおりである。

（単位 千円）

区 分 ４年度 ３年度 増減額

国民健康保険事業 △

介護保険事業 

介護サービス事業 

戸別合併処理浄化槽事業 

後期高齢者医療事業 

合 計 △
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特 別 会 計

国民健康保険事業など５会計の特別会計の収入済額は 億 万 千円で、前

年度に比較し 億 万 千円増加している。また、支出済額は 億 万 千

円で、前年度に比較し 億 万 千円増加している。

特別会計の歳入歳出決算の状況について、前年度と比較すると次表のとおりであ

る。

（単位 千円）

区 分
収 入 済 額 支 出 済 額

４年度 ３年度 増減額 ４年度 ３年度 増減額

国民健康保険事業 △ △

介護保険事業

介護サービス事業

戸別合併処理浄化槽
事業

後期高齢者医療事業

合 計

一般会計からの繰入総額は 億 万 千円であり、一般会計繰入金を前年度と

比較すると、次表のとおりである。

（単位 千円）

区 分 ４年度 ３年度 増減額

国民健康保険事業 △

介護保険事業 

介護サービス事業 

戸別合併処理浄化槽事業 

後期高齢者医療事業 

合 計 △

 

国民健康保険事業特別会計

単位 千円

区 分 ４年度 ３年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額 △ △

歳

入

調 定 額 △ △

収 入 済 額 △ △

執 行 率 ％ △ －

歳

出

支 出 済 額 △ △

執 行 率 ％ △ －

歳 入 歳 出 差 引 額 △ △

収入済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 減少している。これは主に、

繰越金は増加したが、国民健康保険料、保険給付費等交付金の減少によるものであ

る。

支出済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 減少している。これは主に、

国民健康保険事業財政調整基金への積立金の減少によるものである。

収入済額の主なものは、国民健康保険料、保険給付費等交付金であり、支出済額

の主なものは、療養諸費、高額療養費、医療給付費納付金である。

国民健康保険料は、歳入総額の ％ 前年度 ％ を占めており、この調

定・収入状況を前年度と比較すると、次頁の表のとおりである。
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（単位 千円）

区分 年度 被保険者別 調定額 収入済額 収納率 ％ 不納欠損額 収入未済額

現

年

４

一 般

退 職

計

度

分
３

一 般

退 職

計

滞

納

４

一 般

退 職

計

繰

越

分 ３

一 般

退 職

計

区分 年度 被保険者別 調定額 収入済額 収納率 ％ 不納欠損額 収入未済額

合

４

一 般

退 職

計

計

３

一 般

退 職

計

保険料の収納率は、前年度に比較し ポイント下回っている。また、不納欠損

額は、前年度に比較し 万円（ ％）減少している。

保険給付事業における医療費 療養の給付等 の状況を前年度と比較すると、次表

のとおりである。

年度
被保険

者 別
世帯数

被保険

者 数
受診件数 受診率

医 療 費

費用額 １件当たり

の額（円）

１人当たり

の額（円）（人） （件） （％） （千円）

一 般

４ 退 職

計

一 般

３ 退 職

計

（注） 一般・退職混合世帯は、世帯数の一般に含まれている。
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（単位 千円）

区分 年度 被保険者別 調定額 収入済額 収納率 ％ 不納欠損額 収入未済額

現

年

４

一 般

退 職

計

度

分
３

一 般

退 職

計

滞

納

４

一 般

退 職

計

繰

越

分 ３

一 般

退 職

計

区分 年度 被保険者別 調定額 収入済額 収納率 ％ 不納欠損額 収入未済額

合

４

一 般

退 職

計

計

３

一 般

退 職

計

保険料の収納率は、前年度に比較し ポイント下回っている。また、不納欠損

額は、前年度に比較し 万円（ ％）減少している。

保険給付事業における医療費 療養の給付等 の状況を前年度と比較すると、次表

のとおりである。

年度
被保険

者 別
世帯数

被保険

者 数
受診件数 受診率

医 療 費

費用額 １件当たり

の額（円）

１人当たり

の額（円）（人） （件） （％） （千円）

一 般

４ 退 職

計

一 般

３ 退 職

計

（注） 一般・退職混合世帯は、世帯数の一般に含まれている。

 

介護保険事業特別会計
単位 千円

区 分 ４年度 ３年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

歳

入

調 定 額

収 入 済 額

執 行 率 ％ △

歳

出

支 出 済 額

執 行 率 ％ △

歳 入 歳 出 差 引 額
 
収入済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増加している。これは主に、

介護保険料は減少したが、介護給付費負担金の増加によるものである。

支出済額は、前年度に比較し 億 万円 ％ 増加している。これは主に、

居宅介護サービス給付費は減少したが、地域密着型介護サービス給付費の増加によ

るものである。

収入済額の主なものは、介護保険料、介護給付費負担金、介護給付費交付金であ

り、支出済額の主なものは、居宅介護サービス給付費、地域密着型介護サービス給

付費、施設介護サービス給付費である。 

介護保険料は、歳入総額の ％ 前年度 ％ を占めており、この調定・収

入状況を前年度と比較すると、次表のとおりである。

単位 千円

区 分 年度 調定額 収入済額
収納率

％
不 納
欠損額

収 入
未済額

現 年 度 分
４

３

滞 納 繰 越 分
４

３

合 計
４

３

なお、保険給付状況は、次表のとおりである。

年度
ｻ ﾋ゙ ｽ受給者
延数 人

給 付 額
千円

１人当たりの
月 額 給 付 額

円

年 度 末 状 況

被 保 険
者数 人

認 定 者
数 人

ｻ ﾋ゙ ｽ受給
者数 人

受給率
％

４

３
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介護サービス事業特別会計

単位 千円

区 分 ４年度 ３年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

歳

入

調 定 額

収 入 済 額

執 行 率 ％

歳

出

支 出 済 額

執 行 率 ％

歳 入 歳 出 差 引 額 △ △

収入済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増加している。これは、

主に一般会計繰入金、施設整備債の増加によるものである。

支出済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増加している。これは、

人件費を除くと、主に施設整備費 萬春園建設事業 の工事請負費の増加によるもの

である。

収入済額の主なものは、施設整備債、一般会計繰入金であり、支出済額の主なも

のは、特別養護老人ホーム管理委託料、萬春園建設事業工事費である。

なお、介護サービス事業別利用状況は、次表のとおりである。

年度 事 業 名 延利用者数 人 費用額 千円
１人当たりの

費用額 円

４

通所介護事業

短期入所生活介護事業

介護予防支援事業

施設介護サービス事業

計

３

通所介護事業

短期入所生活介護事業

介護予防支援事業

施設介護サービス事業

計
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介護サービス事業特別会計

単位 千円

区 分 ４年度 ３年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

歳

入

調 定 額

収 入 済 額

執 行 率 ％

歳

出

支 出 済 額

執 行 率 ％

歳 入 歳 出 差 引 額 △ △

収入済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増加している。これは、

主に一般会計繰入金、施設整備債の増加によるものである。

支出済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増加している。これは、

人件費を除くと、主に施設整備費 萬春園建設事業 の工事請負費の増加によるもの

である。

収入済額の主なものは、施設整備債、一般会計繰入金であり、支出済額の主なも

のは、特別養護老人ホーム管理委託料、萬春園建設事業工事費である。

なお、介護サービス事業別利用状況は、次表のとおりである。

年度 事 業 名 延利用者数 人 費用額 千円
１人当たりの

費用額 円

４

通所介護事業

短期入所生活介護事業

介護予防支援事業

施設介護サービス事業

計

３

通所介護事業

短期入所生活介護事業

介護予防支援事業

施設介護サービス事業

計

 

戸別合併処理浄化槽事業特別会計

単位 千円

区 分 ４年度 ３年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額 △ △

歳

入

調 定 額

収 入 済 額

執 行 率 ％

歳

出

支 出 済 額

執 行 率 ％

歳 入 歳 出 差 引 額

収入済額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 増加している。これは主に、雑入

浄化槽使用料金 は減少したが、一般会計繰入金の増加によるものである。

支出済額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 増加している。これは、主に浄化

槽管理費の需用費の増加によるものである。

収入済額の主なものは、一般会計繰入金、雑入 浄化槽使用料金 であり、支出済

額の主なものは、浄化槽清掃・浄化槽維持管理委託料、公債費元金償還金である。

後期高齢者医療事業特別会計

単位 千円

区 分 ４年度 ３年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額 △ △

歳

入

調 定 額

収 入 済 額

執 行 率 ％

歳

出

支 出 済 額

執 行 率 ％

歳 入 歳 出 差 引 額 △ △

収入済額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 増加している。これは主に、

後期高齢者医療保険料の増加、広域連合交付金の高齢者医療制度特別対策補助金の

皆増によるものである。

支出済額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 増加している。これは主に、保
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険料納付金が増加したことに伴う、後期高齢者医療広域連合納付金の増加によるも

のである。

収入済額の主なものは、後期高齢者医療保険料であり、支出済額の主なものは、

後期高齢者医療広域連合納付金である。

後期高齢者医療保険料は、歳入総額の ％ 前年度 ％ を占めており、こ

の調定・収入状況を前年度と比較すると、次表のとおりである。

単位 千円

区 分 年度 調定額 収入済額
収納率

％

不 納

欠損額

収 入

未済額

現 年 度 分
４

３

滞 納 繰 越 分
４

３

合 計
４

３
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険料納付金が増加したことに伴う、後期高齢者医療広域連合納付金の増加によるも

のである。

収入済額の主なものは、後期高齢者医療保険料であり、支出済額の主なものは、

後期高齢者医療広域連合納付金である。

後期高齢者医療保険料は、歳入総額の ％ 前年度 ％ を占めており、こ

の調定・収入状況を前年度と比較すると、次表のとおりである。

単位 千円

区 分 年度 調定額 収入済額
収納率

％

不 納

欠損額

収 入

未済額

現 年 度 分
４

３

滞 納 繰 越 分
４

３

合 計
４

３

財産に関する調書

決算年度における財産の主な増減及び年度末現在高の状況は、次のとおりである。

１ 公有財産

（１）土 地

決算年度末現在高は ㎡であり、前年度に比較し ㎡増加

している。これは、主に日立駅前大型商業施設の取得によるものである。

（２）建 物

決算年度末現在高は ㎡であり、前年度に比較し ㎡増加し

ている。これは、主に日立駅前大型商業施設の取得によるものである。

（３）物 権

地上権の決算年度末現在高は ㎡で、前年度に比較し ㎡増加

している。

また、温泉権の決算年度末現在高は １件で、前年度末現在高と同じである。

（４）無体財産権

決算年度末現在高は商標権 ７件、意匠権 １件、育成者権 １件で、前年度末現

在高と同じである。

（５）有価証券

決算年度末現在高は 億 万 千円で、前年度末現在高と同じである。

（６）出資による権利

決算年度末現在高は 億 万 千円で、前年度に比較し 万 千円減少して

いる。これは、茨城県信用保証協会寄託金の減少によるものである。

２ 物 品

重要物品 取得価格・評価価額 万円以上の物品 の決算年度末現在高は

件で、前年度に比較し 件増加している。これは、購入等により 件増加したが、

老朽化に伴う廃棄等により 件減少したことによるものである。

３ 債 権

分譲団地定期借地権付宅地貸付一時金の決算年度末現在高は 万 千円である。

前年度に比較し 万 千円減少している。これは、債務者の納付計画に基づく弁済

によるものである。
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４ 基 金

基金の決算年度末現在高は 億 万 千円で、その内訳は、財政調整基金な

ど 種の資金積立基金 億 万円及び奨学金貸付基金など ２種の定額資金

運用基金 億 万 千円である。

資金積立基金は、前年度に比較し 億 万 千円増加している。これは主に、

公共施設等総合管理基金、地域振興基金が減少したものの、市債償還基金、国民健

康保険事業財政調整基金、財政調整基金が増加したことによるものである。

また、定額資金運用基金は、前年度に比較し 万円減少している。これは奨学金

貸付基金の減少によるものである。
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４ 基 金

基金の決算年度末現在高は 億 万 千円で、その内訳は、財政調整基金な

ど 種の資金積立基金 億 万円及び奨学金貸付基金など ２種の定額資金

運用基金 億 万 千円である。

資金積立基金は、前年度に比較し 億 万 千円増加している。これは主に、

公共施設等総合管理基金、地域振興基金が減少したものの、市債償還基金、国民健

康保険事業財政調整基金、財政調整基金が増加したことによるものである。

また、定額資金運用基金は、前年度に比較し 万円減少している。これは奨学金

貸付基金の減少によるものである。

基 金 の 運 用 状 況

日立市高額療養費貸付基金

この基金の額は 万円であり、基金の回転率は 回で、前年度に比較し

回下回っている。

基金運用状況の最近３箇年の推移は、次表のとおりである。

単位 千円

年度

貸 付 償 還 年度末現在貸付 年 度 末

現金現在高件 数 金 額 件 数 金 額 件 数 金 額

４

３

２

日立市奨学金貸付基金

この基金の額は 億 万円であるが、本年度末現在高は 億 万 千円である。

基金運用状況の最近３箇年の推移は、次表のとおりである。

単位 千円

年度
貸 付

償還額
年 度 末

未償還 額

左のうち滞納分 年 度 末

現金現在高人 員 金 額 人 員 金 額

４ うち新規

３ うち新規

２ うち新規
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む す び

令和４年度の一般会計及び特別会計の決算は、歳入総額 億

万 千円に対し、歳出総額は 億 万 千円となり、前年度に比較

し、歳入は 億 万 千円 ％ 、歳出は 億 万円 ％ と、

子育て世帯臨時特別給付金や住民税非課税世帯等臨時特別給付金等の給

付事業の減などにより、それぞれ減少したものの、新型コロナウイルス

感染症対策や物価高・原油高対策の実施などにより、昨年度に次いで過

去３番目の決算規模となっている。

また、歳入歳出差引額から翌年度へ繰り越すべき財源を差し引いた実

質収支は 億 万 千円の黒字となっている。

一般会計の状況をみると、歳入は 億 万 千円、歳出は 億

万 千円であり、前年度に比較し、歳入は 億 万 千円 ％ 、

歳出は 億 万 千円 ％ とそれぞれ減少している。

歳入を財源別にみると、自主財源は、市税や繰入金の増加などにより、

億 万 千円と前年度に比較し 億 万 千円 ％ の増と

なっている。

このうち、歳入の根幹である市税は 億 万 千円であり、法人市

民税や固定資産税の増加などにより、前年度に比較し 億 万 千円

％ の増となっている。

なお、市税の収納率は ％で前年度より ポイント上回り、収入

未済額は 億 万 千円と前年度より 万 千円 ％ 増加して

いる。

一方、依存財源については、新型コロナウイルス感染症対策のワクチ

ン接種負担金及び子育て世帯臨時特別給付金等の減による国庫支出金の

減少や、臨時財政対策債の減による市債の減少などにより 億 万

千円と、前年度に比較し 億 万 千円 ％ の大幅な減となっ

ている。

歳出を性質別にみると、義務的経費は、子育て世帯臨時特別給付金及

び住民税非課税世帯等臨時特別給付金の大幅な減に伴う扶助費の減少な

どにより 億 万 千円と、前年度に比較し 億 万 千円

％）減少しており、投資的経費については、久慈サンピア日立改修事

業の完了などにより 億 万 千円と前年度に比較し 億 万
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む す び

令和４年度の一般会計及び特別会計の決算は、歳入総額 億

万 千円に対し、歳出総額は 億 万 千円となり、前年度に比較

し、歳入は 億 万 千円 ％ 、歳出は 億 万円 ％ と、

子育て世帯臨時特別給付金や住民税非課税世帯等臨時特別給付金等の給

付事業の減などにより、それぞれ減少したものの、新型コロナウイルス

感染症対策や物価高・原油高対策の実施などにより、昨年度に次いで過

去３番目の決算規模となっている。

また、歳入歳出差引額から翌年度へ繰り越すべき財源を差し引いた実

質収支は 億 万 千円の黒字となっている。

一般会計の状況をみると、歳入は 億 万 千円、歳出は 億

万 千円であり、前年度に比較し、歳入は 億 万 千円 ％ 、

歳出は 億 万 千円 ％ とそれぞれ減少している。

歳入を財源別にみると、自主財源は、市税や繰入金の増加などにより、

億 万 千円と前年度に比較し 億 万 千円 ％ の増と

なっている。

このうち、歳入の根幹である市税は 億 万 千円であり、法人市

民税や固定資産税の増加などにより、前年度に比較し 億 万 千円

％ の増となっている。

なお、市税の収納率は ％で前年度より ポイント上回り、収入

未済額は 億 万 千円と前年度より 万 千円 ％ 増加して

いる。

一方、依存財源については、新型コロナウイルス感染症対策のワクチ

ン接種負担金及び子育て世帯臨時特別給付金等の減による国庫支出金の

減少や、臨時財政対策債の減による市債の減少などにより 億 万

千円と、前年度に比較し 億 万 千円 ％ の大幅な減となっ

ている。

歳出を性質別にみると、義務的経費は、子育て世帯臨時特別給付金及

び住民税非課税世帯等臨時特別給付金の大幅な減に伴う扶助費の減少な

どにより 億 万 千円と、前年度に比較し 億 万 千円

％）減少しており、投資的経費については、久慈サンピア日立改修事

業の完了などにより 億 万 千円と前年度に比較し 億 万

 

千円 ％ 減少している。

主な事業では、コロナ禍において市民生活や市内企業の事業活動を守

ることを最優先に、ワクチン接種の実施をはじめ、電力・ガス・食料品等

価格高騰緊急支援給付金給付事業や小売店等に対する買物支援など、感

染症対策や物価高・原油高対策などを切れ目なく実施しながら、安全・安

心の確保や社会経済活動の維持に積極的に取り組んだ。

また、日立市総合計画前期基本計画の初年度及び第２期まち・ひと・し

ごと創生総合戦略の３年目として、若者かがやき会議等への活動支援や

テレワーク移住支援、山側団地リフォーム助成などを実施したほか、児

童クラブと放課後子ども教室の一体的な運営をはじめとした子育て支援

の充実を図るとともに、高齢者福祉の拠点となる特別養護老人ホーム萬

春園の建設を進めた。また、駅前のにぎわい創出を図るため、日立駅前大

型商業施設の取得及び核テナント誘致、商店街の活性化事業に取り組む

とともに、都市拠点としての機能向上を図る常陸多賀駅周辺地区整備事

業を進めたほか、スポーツ拠点となる会瀬スポーツ広場の整備を進めた。

さらに、原子力安全対策として南部支所の放射線防護対策工事や総合防

災マップの作成など市民の安全・安心を確保する取組など、本市が抱え

る様々な課題へ対応しながら、将来の発展につながる各種事業を着実に

推進し、概ね計画どおりの事業遂行と成果を収めたものと考える。

次に、特別会計５事業のうち事業規模の大きい国民健康保険事業及び

介護保険事業の状況をみると、国民健康保険事業の実質収支は 億

万 千円の黒字となっている。また、国民健康保険料の収納率は ％

と前年度より ポイント下回っているものの、収入未済額については、

億 万 千円と前年度に比較し 万 千円 ％ 減少している。

介護保険事業の実質収支は 億 万 千円の黒字となっており、介

護保険料の収納率は ％と前年度より ポイント上回っているこ

とから、収入未済額についても 万 千円と前年度に比較し 万

千円 ％ 減少している。

特別会計における一般会計からの繰入金は 億 万 千円となって

おり、前年度と比較し 億 万 千円 ％ の減となっている。

普通会計における財政指標をみると、財政構造の弾力性を判断する経

常収支比率は、臨時財政対策債の減などにより ％と、前年度に比較
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し ポイント上回り、公債費に充てられた一般財源の一般財源総額に

対する割合を示す公債費負担比率も ％と、前年度に比較し ポイ

ント上回っている。また、財政力を示す財政力指数 単年度 は と、

前年度とほぼ横ばいとなっている。

基金についての決算年度末現在高は 億 万 千円で、市債償還

基金などが増加したことにより、前年度と比較し 億 万 千円

％ の増となっている。

以上が令和４年度一般会計及び特別会計の決算概要であるが、本市財

政を取り巻く環境は、コロナ禍からの社会経済活動の回復が進みつつあ

るものの、国全体として人口減少や超少子高齢化の進行に加え、不安定な

国際情勢などにより、今後の社会経済情勢の見通しは不透明であり、歳入

の根幹をなす市税の大幅な伸びは期待できない状況にある。

一方で、歳出面においては、高齢化等の進展に伴う扶助費や公債費など、

経常的経費の増加が見込まれるほか、引き続き新型コロナウイルス感染

症や物価高・原油高への対応が求められるとともに、前期基本計画及び第

２期創生総合戦略に基づく重要プロジェクトを推進するための政策的経

費の増加も見込まれるなど、厳しい財政運営が続くものと予想される。

引き続き、行財政運営を進めるにあたっては、今年度を初年度とする

第９次行財政改革大綱の着実な推進、特に基本方針の一つに掲げた一人

一人の職員が「業務改革に積極的にチャレンジする環境づくり」に取り

組むとともに、行政手続のオンライン化やデジタル技術の活用などによ

り、更なる業務の効率化を図られたい。歳入面では、引き続き、国・県の

施策の動向を注視しながら特定財源の確保を図るとともに、市税等の収

納率の向上と適正かつ迅速な債権管理による収入未済額の縮減、有料広

告事業やふるさと寄附金制度の更なる活用推進など、積極的な財源の確

保に努められたい。

また、歳出面については、経常経費を中心とした既存事業の見直しや

コスト削減に取り組むなど、効率的な事業の推進に努められたい。

さらに、今後の市政全般を展望すると、喫緊かつ最重要課題として全

庁を挙げて取り組んでいる地方創生・人口減少対策をはじめ、ウィズコ

ロナ・アフターコロナを見据えた新しい生活様式に対応した行政サービ

スの提供のほか、市民の安全・安心を確保するための地域医療体制や防
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し ポイント上回り、公債費に充てられた一般財源の一般財源総額に

対する割合を示す公債費負担比率も ％と、前年度に比較し ポイ

ント上回っている。また、財政力を示す財政力指数 単年度 は と、

前年度とほぼ横ばいとなっている。

基金についての決算年度末現在高は 億 万 千円で、市債償還

基金などが増加したことにより、前年度と比較し 億 万 千円

％ の増となっている。

以上が令和４年度一般会計及び特別会計の決算概要であるが、本市財

政を取り巻く環境は、コロナ禍からの社会経済活動の回復が進みつつあ

るものの、国全体として人口減少や超少子高齢化の進行に加え、不安定な

国際情勢などにより、今後の社会経済情勢の見通しは不透明であり、歳入

の根幹をなす市税の大幅な伸びは期待できない状況にある。

一方で、歳出面においては、高齢化等の進展に伴う扶助費や公債費など、

経常的経費の増加が見込まれるほか、引き続き新型コロナウイルス感染

症や物価高・原油高への対応が求められるとともに、前期基本計画及び第

２期創生総合戦略に基づく重要プロジェクトを推進するための政策的経

費の増加も見込まれるなど、厳しい財政運営が続くものと予想される。

引き続き、行財政運営を進めるにあたっては、今年度を初年度とする

第９次行財政改革大綱の着実な推進、特に基本方針の一つに掲げた一人

一人の職員が「業務改革に積極的にチャレンジする環境づくり」に取り

組むとともに、行政手続のオンライン化やデジタル技術の活用などによ

り、更なる業務の効率化を図られたい。歳入面では、引き続き、国・県の

施策の動向を注視しながら特定財源の確保を図るとともに、市税等の収

納率の向上と適正かつ迅速な債権管理による収入未済額の縮減、有料広

告事業やふるさと寄附金制度の更なる活用推進など、積極的な財源の確

保に努められたい。

また、歳出面については、経常経費を中心とした既存事業の見直しや

コスト削減に取り組むなど、効率的な事業の推進に努められたい。

さらに、今後の市政全般を展望すると、喫緊かつ最重要課題として全

庁を挙げて取り組んでいる地方創生・人口減少対策をはじめ、ウィズコ

ロナ・アフターコロナを見据えた新しい生活様式に対応した行政サービ

スの提供のほか、市民の安全・安心を確保するための地域医療体制や防

 

災・防犯体制の更なる充実、さらには都市力の向上に向けた幹線道路の

整備促進と駅前のにぎわい創出による地域経済の活性化、社会の潮流へ

の対応としてデジタル化の推進や脱炭素社会の実現など、様々な課題へ

の対応が求められているところである。

このような中、本市が将来にわたって県北地域の中心都市として活力

を維持し、発展し続けていくためには、中長期的な視点に立った健全な

行財政運営を推進するとともに、市民、企業、行政の連携・協働のもと、

本市のまちづくりの羅針盤である日立市総合計画前期基本計画を着実に

推進することにより、全ての市民が未来に夢や希望を持ち、安心して健

やかに暮らせる持続可能なまちづくりに、引き続き取り組まれるよう望

むものである。

以 上
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別表１　一般会計・特別会計予算決算額対照表

収 入 済 額 予算現額との比較

△ 2,154,610,929

国 民 健 康 保 険 事 業 △ 608,372,233

介 護 保 険 事 業 △ 113,683,709

介 護 サ ー ビ ス 事 業 △ 10,760,723

戸 別 合 併 処 理 浄 化 槽 事 業 △ 654,740

後 期 高 齢 者 医 療 事 業 △ 123,262,314

計 △ 856,733,719

△ 3,011,344,648

別表２　一般会計・特別会計歳入歳出総括表

総 額 重 複 計 算 控 除 額

国 民 健 康 保 険 事 業

介 護 保 険 事 業

介 護 サ ー ビ ス 事 業

戸 別 合 併 処 理 浄 化 槽 事 業

後 期 高 齢 者 医 療 事 業

計

（注） 歳入･歳出の重複計算控除額は、他会計の繰入、繰出額を当該会計ごとに計上したものである。

区　　　分

歳 入

一 般 会 計

予 算 現 額
決 算 額 執 行率

（ ％）

合　　　　　　　計

特

別

会

計

一 般 会 計

区　　　分
歳 入

差 引 純 歳 入 額

合　　　　　　　計

特

別

会

計
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　　　（単位　円）

支 出 済 額 予 算 現 額 と の 比 較

△ 6,723,891,872

△ 762,117,894

△ 669,510,021

△ 10,802,316

△ 654,740

△ 125,335,082

△ 1,568,420,053

△ 8,292,311,925

　　　（単位　円）

総 額 重 複 計 算 控 除 額 差 引 純 歳 出 額 純 計 額

△ 879,277,232

△ 1,889,541,983

△ 309,610,613

△ 14,909,448

△ 501,566,327

△ 3,594,905,603

歳 出

歳 計 残 額
予 算 現 額

決 算 額 執 行 率
（ ％ ）

歳 出 差 引 過 不 足

総 計 額
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別表３　年度別一般会計・特別会計純計額比較対照表

           繰

４　年　度 ３　年　度 ４　年　度

国 民 健 康 保 険 事 業

介 護 保 険 事 業

介 護 サ ー ビ ス 事 業

戸 別 合 併 処 理 浄 化 槽 事 業

後 期 高 齢 者 医 療 事 業

計

           繰

４　年　度 ３　年　度 ４　年　度

国 民 健 康 保 険 事 業

介 護 保 険 事 業

介 護 サ ー ビ ス 事 業

戸 別 合 併 処 理 浄 化 槽 事 業

後 期 高 齢 者 医 療 事 業

計

［歳　入］

［歳　出］

一 般 会 計

合　　　　　　　計

決 算 額
区　　　分

特

別

会

計

一 般 会 計

区　　　分

特

別

会

計

決 算 額

合　　　　　　　計
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（単位　円）

 入           額 純 計 額 比 較

３　年　度 ４　年　度 ３　年　度 （ ４ 年 度 － ３ 年 度 ）

△ 6,474,741,460

△ 755,975,408

△ 9,727

△ 4,627,308,949

（単位　円）

 出           額 純 計 額 比 較

３　年　度 ４　年　度 ３　年　度 （ ４ 年 度 － ３ 年 度 ）

△ 5,497,704,819

△ 822,548,123

△ 3,901,531,753

差 引 純 計 額

差 引 純 計 額
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別表４ 　一般会計財源別年度比較表 　  

（１）特定財源及び一般財源別年度比較表

　　　　　　　　　 決 　　　　　　 算

４　　年　　度　 ３　　年　　度　

市 債

区　　　分

特

定

財

源

分 担 金 及 び 負 担 金

使 用 料 及 び 手 数 料

諸 収 入

市 税

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金

利 子 割 交 付 金

地 方 消 費 税 交 付 金

地 方 特 例 交 付 金

法 人 事 業 税 交 付 金

合 計

環 境 性 能 割 交 付 金

国 庫 支 出 金

寄 附 金

繰 入 金

県 支 出 金

財 産 収 入

一

般

財

源

繰 越 金

地 方 交 付 税

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金

計

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金

地 方 譲 与 税

配 当 割 交 付 金

計
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（単位　円）

　　 額

２　　年　　度　 ４年度 ３年度 ２年度 ４年度 ３年度

指 数 （ ２ 年 度 ＝ ）構 成 比 ％



－ 52 －

（２）自主財源及び依存財源別年度比較表

　　　　　　　　　決             算

４　　年　　度　 ３　　年　　度　

市 税

区　　　分

使 用 料 及 び 手 数 料

分 担 金 及 び 負 担 金

市 債

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金

地 方 交 付 税

計

環 境 性 能 割 交 付 金

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金

地 方 特 例 交 付 金

依

存

財

源

合 計

県 支 出 金

財 産 収 入

寄 附 金

地 方 消 費 税 交 付 金

利 子 割 交 付 金

法 人 事 業 税 交 付 金

国 庫 支 出 金

配 当 割 交 付 金

計

諸 収 入

繰 入 金

繰 越 金

地 方 譲 与 税

自

主

財

源

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金
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（単位　円）

      額

２　　年　　度　 ４年度 ３年度 ２年度 ４年度 ３年度

指 数 （ ２ 年 度 ＝ ）構 成 比 ％
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別表５　一般会計・特別会計款別歳入一覧表

１

２

３

４

５

６

７

８

９

寄 附 金

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金

法 人 事 業 税 交 付 金

地 方 交 付 税

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金

配 当 割 交 付 金

地 方 特 例 交 付 金

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金

市 税

分 担 金 及 び 負 担 金

地 方 譲 与 税

金 額
構成比
（％）

区　　　分

予 算 現 額

市 債

計

国 民 健 康 保 険 事 業

諸 収 入

一

般

会

計

財 産 収 入

県 支 出 金

利 子 割 交 付 金

繰 入 金

繰 越 金

国 庫 支 出 金

使 用 料 及 び 手 数 料

地 方 消 費 税 交 付 金

特

別

会

計

環 境 性 能 割 交 付 金

合 計

介 護 保 険 事 業

計

戸 別 合 併 処 理 浄 化 槽 事 業

後 期 高 齢 者 医 療 事 業

介 護 サ ー ビ ス 事 業

金 額
構成比
（％）

予算現額
に対する
割 合
（ ％ ）

調 定 額
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（単位　円）

収 入 未 済 額

金 額 金 額
構成比
（％）

構成比
（％）

不 納 欠 損 額

調定額
に対す
る割合
（％）

調定額
に対す
る割合
（％）

調定額
に対す
る割合
（％）

金 額

予算現
額に対
する割
合 ％

構成比
（％）

収 入 済 額
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別表６　市税収入状況表　

           収

１

２

３

４

５

６

７

市 民 税

区　　　分 予 算 現 額 調 定 額
金 額

計

固 定 資 産 税

軽 自 動 車 税

市 た ば こ 税

鉱 産 税

入 湯 税

都 市 計 画 税
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（単位　円）

     入  済 額

収 入 未 済 額予算現額に対
する割合（％)

調定額に対する
割合（％）

構成比（％）
不 納 欠 損 額
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別表７　一般会計・特別会計款別歳入歳出年度比較表

（単位　円）

４　　年　　度 ３　　年　　度 ２　　年　　度

１

２

３

４

５

６

７

８

９

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金

地 方 交 付 税

分 担 金 及 び 負 担 金

使 用 料 及 び 手 数 料

介 護 保 険 事 業

介 護 サ ー ビ ス 事 業

環 境 性 能 割 交 付 金

[歳　入]

収 入 済 額

市 債

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金

区　　　分

市 税

地 方 譲 与 税

利 子 割 交 付 金

地 方 消 費 税 交 付 金

配 当 割 交 付 金

一

般

会

計

地 方 特 例 交 付 金

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金

法 人 事 業 税 交 付 金

寄 附 金

諸 収 入

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

財 産 収 入

後 期 高 齢 者 医 療 事 業

繰 越 金

合 計

計

国 民 健 康 保 険 事 業

戸 別 合 併 処 理 浄 化 槽 事 業

計

繰 入 金

特

別

会

計
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（単位　円）

４　　年　　度 ３　　年　　度 ２　　年　　度

１

２

３

４

５

６

７

８

９

▲

合 計

介 護 保 険 事 業

介 護 サ ー ビ ス 事 業

計

計

国 民 健 康 保 険 事 業

一

般

会

計

総 務 費

戸 別 合 併 処 理 浄 化 槽 事 業

後 期 高 齢 者 医 療 事 業

議 会 費

特

別

会

計

衛 生 費

労 働 費

農 林 水 産 業 費

災 害 復 旧 費

公 債 費

民 生 費

土 木 費

消 防 費

教 育 費

商 工 費

支 出 済 額
区　　　分

[歳　出]
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別表８　一般会計・特別会計款別歳出一覧表

１ 議 会 費

２ 総 務 費

３ 民 生 費

４ 衛 生 費

５ 労 働 費

６ 農 林 水 産 業 費

７ 商 工 費

８ 土 木 費

９ 消 防 費

教 育 費

公 債 費

予 備 費

国 民 健 康 保 険 事 業

介 護 保 険 事 業

介 護 サ ー ビ ス 事 業

戸別合併処理浄化槽事業

後 期 高 齢 者 医 療 事 業

計

支 出 済 額

金 額
構 成 比
（ ％ ）

予算現額に
対する割合
（ ％ ）

区　　　分
金 額

計

一

般

会

計

合 計

予 算 現 額

構 成 比
（ ％ ）

特

別

会

計
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（単位　円）

予 算 現
額 に 対
す る 割
合 ％

翌 年 度 繰 越 額 不 用 額

予算現
額に対
する割
合 ％

金 額
構 成 比
（ ％ ）

構 成 比
（ ％ ）

継 続 費
逓次繰越

計
事  故
繰越し

繰越明許費
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別表９　一般会計・特別会計歳出節別集計表

（単位　円）

金 額 構成比 ％
予算現額に対
する割合(％)

１ 報 酬

２ 給 料

３ 職 員 手 当 等

４ 共 済 費

５ 災 害 補 償 費

６ 恩 給 及 び 退 職 年 金

７ 報 償 費

８ 旅 費

９ 交 際 費

需 用 費

役 務 費

委 託 料

使 用 料 及 び 賃 借 料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

公 有 財 産 購 入 費

備 品 購 入 費

負担金、補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償、補填及び賠償金

償還金、利子及び割引料

投 資 及 び 出 資 金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

[ 一 般 会 計 ]

区　　　分

支 出 済 額
予 算 現 額

計

※ 予算現額 84,424,333,470円は、予備費 118,143,135円を除いたものである。
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（単位　円）

金 額 構成比 ％
予算現額に対
する割合 ％

１ 報 酬

２ 給 料

３ 職 員 手 当 等

４ 共 済 費

５ 災 害 補 償 費

６ 恩 給 及 び 退 職 年 金

７ 報 償 費

８ 旅 費

９ 交 際 費

需 用 費

役 務 費

委 託 料

使 用 料 及 び 賃 借 料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

公 有 財 産 購 入 費

備 品 購 入 費

負担金、補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償、補填及び賠償金

償還金、利子及び割引料

投 資 及 び 出 資 金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

[ 特 別 会 計 ]

区　　　分

支 出 済 額
予 算 現 額

※ 予算現額 37,648,321,859円は、予備費 57,940,141円を除いたものである。

合 計

計
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別表10　一般会計・特別会計歳出使途別分類表

人　件　費

金 額

１ 議 会 費

２ 総 務 費

３ 民 生 費

４ 衛 生 費

５ 労 働 費

６ 農 林 水 産 業 費

７ 商 工 費

８ 土 木 費

９ 消 防 費

教 育 費

公 債 費

         計

         計

介 護 サ ー ビ ス 事 業

戸別合併処理浄化槽事業

後 期 高 齢 者 医 療 事 業

合　　　　　　計

介 護 保 険 事 業
特

別

会

計

支 出 済 額

国 民 健 康 保 険 事 業

区　　　分

一

般

会

計
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（単位　円）

（１節～６節）  物件費・その他の経費

構成比（％）
支出済額に対
する割合 ％

金 額 構成比（％）
支出済額に対
する割合 ％
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別表11　市債目的別現在高調

総 務 債

民 生 債

衛 生 債

農 林 水 産 業 債

商 工 債

土 木 債

消 防 債

教 育 債

災 害 復 旧 債

減 税 補 填 債

臨 時 財 政 対 策 債

減 収 補 填 債

介 護 サ ー ビ ス 事 業

戸別合併処理浄化槽事業

［ 一 般 会 計 ］

［ 特 別 会 計 ］

３ 年 度 末 現 在 高 ４ 年 度 借 入 額

３ 年 度 末 現 在 高 ４ 年 度 借 入 額

計

区　　　分

区　　　分

計
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（単位　円）

元 金 利 子

（単位　円）

元 金 利 子

４ 年 度 末 現 在 高

４ 年 度 元 利 償 還 額
４ 年 度 末 現 在 高

４ 年 度 元 利 償 還 額


